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2E05 日本企業における 海外研究開発の 促進要因 
一 電気機器 ノーヵ - の分析 一 

0 竹中尾 椎 ( 静岡県立大経営情報学 ) , 真鍋誠司 ( 神戸大経済経営 所 ) 

1. 研究の目的 
携 学習効果などがあ るは e 甲 s め 1977L 。 一方，海外へ 

本研究の目的は ，近年の日本の 電気機器メーカ 一に の研究開発活動の 分散化に影響を 与える要因は ，現地 

おける海外研究開発の 特徴を， 「海覚研究開発拠点数」 における生産・ 販売活動のための 研究開発の必要性 ( 需 

と研究開発の「本国集中化要因」・「海覚分散化要因」 要要因 ), 海外の研究開発資源の 獲得・活用の 可能性 ( 供 
との関係から ，定量データの 分析に基づき 明らかにす 緒要因 ), 現地政府からの 要請や現地政府から 得られる 

ることであ る。 本研究では海外研究開発を ，企業が海 保護や補助の 獲得 ( 政治的要因 ), の三 つに 大別される。 
朴直接投資を 通じて設立した 海外子会社で 研究開発 活 (Oda 國 h&Y ㏄ uda,1996) 。 

動を実施することと 定義する。 また，研究開発活動を 以上のような 本国集中化要因と 海外分散化要因を 比 

行 う 海外子会社を 海外研究開発拠点と 呼ぶ。 較 検討した上で ，海外分散化から 享受できるメリット 

日本企業の海外研究開発は ， 特に 1980 年代後半以降 の方がより大きい 場合に，企業は 海外で研究開発を 行 

に活発化していることが ，多くの定量的研究や 調査に う ことになると 考えられる (Odag 而 ㎝ d Ⅵ suda,1996)0 
よって指摘されている ( 広田， 1993;0d ㎎㎡ & Ⅵ suda,  先行研究においてはこのような 論理に基づき ，海外研 

1996,1997; 吉原， 2001) 。 しかし日本企業の 海外研究 究開発の実施に 影響する要因として ，企業の海外事業 

開発に注目した 定量的研究の 多くは，基本的に 産業横 経験や海覚子会社の 売上高，研究開発集約度などが 実 

断的な視点から 全体的な傾向の 分析を行ったものであ 証分析から指摘されてきた (Lall,1979;M ㎝ sfieldetal., 

った 。 また，経時的な 視点から日本企業の 海外研究開 1979;Odag ㎡㎝ dY ㏄ uda,1996,1997) 。 本研究もこのよ 

発に内在する 変化について 分析を行った 先行研究も少 うな議論を参考に 分析を行 う 。 

なかった。 そこで本研究では ， 1990 年代以降のおよそ 

10 年間で，日本の 電気機器メーカ 一の海外研究開発の 3. 統計的分析 

展開にどのような 変化があ ったのかを定量的・ 実証的 3.] 海外研究開発拠点数の 計土方法 

に 明らかにしていきたい。 まず本研究では ， Odag ㎡ & Ⅵ suda (1996, 1997) の 

2. 分析視角 
計量方法を参考に ，東洋経済新報社編 (2002) 『海覚進 

出 企業総覧 [ 国別 編 ] 2002 年版』を用いて ，上場電気 

経済産業省 編 (2003) の『第 31 回海外事業活動基本 機器メーカー 各社の海覚研究開発拠点数をカウント し 

調査 (2001 年実施 J  によると， 2000 年度の日本の 製 た 。 同誌には東洋経済新報社が 行った質問票調査を 中 

造業現地法人研究開発費の 総額は，電気機械 (1,347  心として， 2001 年 11 月時点の日本企業の 海外子会社 

億円 ), 化学 (1,340 億円 ), 輸送機械 (697 億円 ) の順 に関する情報が 収録されており ，各海覚子会社の 事業 
に 大きい。 また一般的にも ，電気機器・ 機械メーカー 内容を個別に 把握することができる。 そこで，電気 機 

や 化学メーカーは 日本企業の中で 研究開発集約的な 企 器 メーカー各社について 主要な事業内容が 研究開発活 

業であ るとされ，しばしば 比較分析の対象として 扱わ 動と判断される 海外子会社りを 海外研究開発拠点と 
れてきた。 そこで本研究では ， 日本の電気機器メーカ してカウントすることでデータベースを 作成した。 

一の海外研究開発の 特徴について ，適宜化学メーカー 海外研究開発拠点の 判断基準として ， Ronstadt 

とと ヒ較 しながら、 ま宇き 彫りにする。 (1977) などによる海外研究開発拠点の 役割の類型化に 

そもそも企業の 研究開発活動は ，販売活動や 生産 活 関する議論を 参考にしている。 本研究では Odag ㎡ & 

動などと比較して 最も海外に分散されにくい 機能であ Ⅵ suda (l996,1997) と同様に，技術支援や 技術サービ   

るとされてきた ( 岩田， 1994L 。 研究開発活動を 企業の ス から新製品開発，基礎研究まで ，一般的に「研究開 

本国に引き付ける 要因としては ，規模の経済性，容易 
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発 」として想定されている 以上の幅広い 活動を海外研 究 開発拠点数のカウントを 行い， 10 年前の設置状況と 

究 開発拠点の事業内容としており ，また，ソフトウェ の比較を行 う ことにする。 1992 年版には 91 年 12 月時 

アの 開発を行 う 海外子会社もここに 含めている。 点の海外子会社データが 収録されている。 同誌掲載の 

3,2  集計データの 分析 上場電気機器メーカー 145 社について同様の 基準にし 

『海覚進出企業総覧 [ 国別 編 ] 2002 年版』には上場 たがいカウントを 行った結果，そのうち 30 社が 81 の 

電気機器メーカー 178 社の情報が記載されており ， 前 海外研究開発拠点を 設置していた。 表 2 では， 1991 年 

述の作業の結果，そのうち 71 社において 257 の海外研 未と 2001 年末の地域別設置状況を 示している。 サンプ 

究開発拠点が 確認、 された。 また，上場化学・ 医薬品 メ ル数と構成企業が 異なるので必ずしも 単純な比較はで 

一力一についても 同様の作業を 行った結果， 139 社の きないが， 91 年末の時点では 北米を中心に 設置されて 

うち 57 社において 152 の海外研究開発拠点が 確認され おり，アジアにおける 設置藪がその 後の 10 年間で急増 

た。 表 1 は，海外研究開発拠点の 地域別設置状況と 設 したことをこのデータは 裏 付けている。 また，欧州の 

置 時期を示している。 電気機器メーカーは 北米とアジ 海外研究開発拠点数も 2001 年データにおいて 占める 

アを中心に設置しており ，化学・医薬品メーカーは 北 割合は少ないが ， 91 年のデータと 比較するとその 増加 

米 と欧州を中心に 設置している ( その他はオーストラ 傾向が明らかであ る。 

リア，中南米など ) 。 どちらも北米には 積極的に設置し ここまでの集計データの 分析から，近年の 日本の電 

ているが，電気機器メーカーはアジア ，化学・医薬品 気 機器メーカ一の 海外研究開発拠点の 設置数は全体と 

メーカーは欧州により 積極的に設置している 点に相違 して増加傾向にあ り，特に 1990 年代以降に急激な 増加 

が 認、 められる。 をみせていることがうかがえる。 地域別ではアジアに 

設置時期を見ると ，電気機器メーカーは 特に 1990  おいて顕著な 設置数の増加が 見られるが，その 他の地 

年から 99 年の間に 146 ケ 所を新たに設置しており ，こ 域においても 増加している。 そのため，北米を 中心と 

の 期間の新規設置数は 全体の約 57 パーセントを 占め して設置されていた 90 年代初頭と比較して ，近年では 

る。 地域別では，特にアジアにおいて 顕著な設置数の 地域的な多様性がうかがえる。 

増加が認められ ， 95 年から 99 年の新規設置数は 北米 以上の議論を 踏まえて，次に ， 日本の電気機器 メ一 

を 大幅に上回っている。 一方，化学・ 医薬品メーカー 力 一における海外研究開発のあ り方の変化について 統 

は 90 年から 94 年の間に新規設置 数の ピークを迎えて 計的な実証分析を 行 う 。 分析の中心となる 作業は ，海 

おり， 95 年以降は特に 欧州において 設置藪が減少して 外 研究開発活動を 促進している 諸要因について 1991 

いるため，全体の 設置数も減少している。 年 データと 2001 年データを比較し 海外研究開発拠点 

次に，東洋経済新報社編 (1992) 『海覚進出企業総覧 数との関係を 明らかにすることであ る。 

1992 年版 コを 用いて同様に 電気機器メーカ 一の海外研 

表 Ⅰ 海外研究開発拠点の 地域別設置状況と 設置時期 (2 ㏄ ] 年 Ⅱ月時点 ) 

* 設置年度不明の 拠点が，電気機器の 北米・アジア・その 他の地域にそれぞれ 一ケ所 ，化学・医薬品の 欧州に一 ケ所 あ る。 

表 2  各年度の地域別設置状況 ( 電気機器メーカ 一 ) 

耳 ヒラ 尺 欧 J 、 l 、 l アンプ その他 ム ロ 吉日ト 口 

Ⅰ 労 1 年 (n 可 45) 46(56.8%) 8( 9.9%) 22(27.1%) 5(6.2%)  81 ㎝㏄ %) 

2 ㎝ 1 年 (n=l78) 88(34.3%) 52(20.2%) 110(42.8%) 7(2.7%)@ 257(100%) 
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3.3  分析結果 メーカー 113 社について，海外研究開発拠点数と 各変数 

先行研究に基づき ，研究開発の 本国集中化要因と 海外 の偏相関係数を 示したものが 表 5 であ る。 1991 年データ 

分散化要因の 対比の上で，企業の 海外研究開発の 実施に と同様に，電気機器メーカ 一においては 企業規模と研究 
影響を与えることが 予想される説明変数を 表 3 のとおり 開発集約 度 が有意な関係にあ るが， 2001 年データの方で 

用意した。 以下では，表 3 の各変数と，各社の 海外研究 は海外製造子会社数についても 有意な結果が 得られた。 

開発拠点数との 関係について 見ていきたい。 また，海外市場依存度が 予想に反して 負の相関を示し 

まず， 1991 年の電気機器メーカー 145 社のうち，海外 た (10 パーセント水準で 有意 ) 。 これも， 原 データの海 

売上高比率などに 欠損 値 のあ った企業を除いた 80 社に 外売上高に輸出売上高が 含まれていることによる 影響が 

ついて分析を 行った。 各変数と海覚研究開発拠点数との 何らかの形で 分析結果に表れた 可能性があ る。 海外売上 

個々の相関関係を 見るため，当該変数以外の 全ての変数 高のうち海外子会社の 売上高が企業規模や 海外製造千金 

の 影響をコントロールした 偏 相関分析の結果が 表 4 であ 社数，海外事業経験などと 高い相関を示すとするならば ， 

る。 ここでは各変数と 海外研究開発拠点数の 偏相関係数 それらの影響を 除くと海外市場依存度は 輸出による売上 
が示されている。 2001 年データと変数を 揃えるために 輸 高の比率が実質的な 内容となる。 この点については ， 純 

出 依存度を除いた 分析 (2) も行ったが，いずれの 分析にお 枠 な海外子会社の 売上高データを 完備できなかった 今回 

いても，企業規模 (LSEE) と研究開発集約 度 (RDR) 0 分析の限界であ ると言える。 

が 海外研究開発拠点数と 有意な正の関係にあ る。 また， 一方，化学・ 医薬品メーカ 一においても 企業規模は有 

海外市場依存度 (OSR), 海外製造子会社数 (LFPS), 海 意な関係にあ るが，研究開発集約 度 が強 い 正の相関を示 
外事業経験 (FAGE), 輸出依存度 (EXP) については有 しており，化学・ 医薬品メーカ 一の海外研究開発には 供 
意な結果が得られなかった。 海外市場依存度の 偏 相関係 給要因志向的な 姿勢が表れているといえる。 また，電気 
数が二つの分析で 異なっているが ，これは，海外売上高 機器メーカーとは 異なり，海外製造子会社数は 有意な関 

に 輸出売上高が 含まれるために 海外市場依存度と 強く相 係を示さず，海外市場依存度，海覚事業経験についても 
関 鮭 0.8973) する輸出依存度の 影響が，分析㈲におい 有意な結果は 得られなかった。 尚 ，海外事業経験につい 
て コントロールされたことによるものと 思われる。 て ，以上のいずれの 分析でも有意な 結果が得られなかっ 

次に， 2001 年データの分析結果を 見ていきたい。 ここ たことは，日本の 電気機器・化学・ 医薬品メーカ 一にお 

では電気機器メーカーと 化学・医薬品メーカ 一について ける海外研究開発が ， 個々の企業の 海外事業経験の 差異 

Ⅰの 1 年 データと同様の 分析を行っている。 欠損 値 のあ っ にかかわらず ， 1980 年代後半以降，同時並行的に 展開さ 

た企業を除いた 電気機器メーカー 158 社， ィヒ学 ・医薬品 れた現象であ ることを示している 可能性があ る。 

表 3  分析に用いた 変数 

変数名 変数の説明 

(1) 企業規模 (LSIz 玲 大規模な企業になるほど ，国際事業を 管理・運営するために 必要とされる 経営資源が社内に 豊富に存在していると 
考えられる ( 長谷川， 1 の 8L 。 また，企業の 規模が大きくなるほど ，本国における 研究開発の規模の 経済性を妨げる 
ことなく海外で 研究開発を行 う ことも可能となる ( ㎝ 架田 &Y ㏄ u 晦 け 96,1 鍍 7) 。 ここでは企業規模の 代理変数と 

して，各社の 2 ㏄ 0 年度および け卯 年度の連結売上高の 対数を用いる。 日本経済新聞社『会社年鑑 L 上場会社販 )1, 
東洋経済新報社『会社四季報』，各社の『有価証券報告書 凹 等からデータベースを 作成した。 

(2) 海外市場依存度 (OSR)  企業の海外売上高が 増大し海外市場の 売上に依存するほど ，海外市場の 状況に合わせた 研究開発活動の 必要性が 
増大すると考えられる。 海外市場への 依存度を示す 指標として， 2 ㏄ 0 年度および 19 卵年度の海覚売上高比率 ( 二 

海外売上高 / 連結売上高 ) を用いろ。 データ源は企業規模と 同じ。 

(3) 研究開発集約 度 ㎝ lDR)  研究開発に積極的 ( 研究開発集約的 ) な 企業ほど，海外のより 先進的な知識や 人材の獲得に 動機付けられ ，海外に 
研究開発拠点を 積極的に設置することが 予想される。 研究開発集約 度 として，各年度の 売上高研究開発費比率 ( 二 

研究開発費 / 売上高 ) を用いる。 ただし 2 ㏄ 0 年度の研究開発費と 売上高は連結べ ー スであ るが， 1990 年度は単 

独べ ー スとなっている。 データ源は企業規模と 同じ。 

(4) 海外製造子会社数 (LFPS)  現地の生産活動が 活発化するほど   現地で生産活動を 支援し連携するための 研究開発活動の 必要性が増大すると 考 
えられる。 ここでは T 海外進出企業総覧 コ から各社の生産活動を 行っている海覚子会社数をカウントしたものに 対 

数をとった数値を 用いる。 

(5) 海外事業経験 (FAGE)  海外における 事業経験の高まりは ，本国と海外との 連携・調整ノウハウや 事業運営ノウハウを 企業に蓄積しその 
ことは海外への 研究開発活動の 移転も容易にすると 考えられる。 『海覚進出企業総覧』掲載の 各社の最も古い 海外 
子会社設立から ， 2 ㏄ 1 年 11 月および 1 の 1 年 12 月 ( 『海覚進出企業総覧』の 調査時点 ) までの経過年数をとった。 

(6) 輸出依存度 (E)0) 海外市場に対する 本国からの輸出の 増大は，本国における 生産活動の活発化を 意味し海外への 研究開発活動の 分 
散 化を抑制する 要因になる可能性があ る。 19 ㏄年度の財務諸表には 親会社からの 輸出額も記載されているため   
Ⅰの @ 年 データについては ，輸出比率 ( 輸出売上高 / 単独売上高 ) を分析に含めることにした。 
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表 4  ]991 年チータの 偏 相関分析 ( 海外研究開発拠点数 / 電気機器メーカ 一 ) 

Ls Ⅸ " OSR RDR LFPS FACE E 澁 

分析㈹ 0.27%   0 ・ 0122   ).2471* 0.0372 イ ・ 0774 づ ・ 0376 

分析 (2)   ).2777* 弍 ・㏄ 舛 0 ・ 2%7   0 ．㎝ 34 づ ． 0710 

" ト ・ 05, 門ト ・ 01, ぬ か ・ 001 

表 5  2 ㏄ ] 年 チータの 偏 相関分析 
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4. 考察と結論 

まず， 1991 年の集計データからは ，電気機器メーカ 一 

の北米を中心とした 海外研究開発拠点の 設置状況がうか 

がえた。 また， 91 年当時の海外研究開発は 企業規模およ 

び研究開発集約 度 と有意に関係し 輸出の影響をコント 
ロールした海外市場依存度や ，海外製造子会社数とは 有 
意 な結果を示さなかった。 このことから ，当時の海外研 

究開発は主に 北米に向けられており ，北米の先進的な 知 

識や人材の獲得を 念頭においた 内容が中心であ ったと考 

えることができる。 

しかし 10 年後にあ たる 2001 年のデータからは ，よ 

り多様な海覚研究開発のパターンが 確認はれた。 設置地 

域は欧州とアジアにも 広がり，特にアジアにおける 設置 

数に 90 年代以降顕著な 増加が見られた。 また，実証分析 

では研究開発集約 度 とともに海外製造子会社数も 有意な 

関係を示し生産活動の 海外移転に関連して 研究開発活 
動も海外に移転される 傾向が 2001 年データからはうか 

がえる。 一方， 7% 学 ・医薬品メーカーは 海外製造子会社 

数と有意な関係を 持たず，海外への 生産活動の移転に 必 

ずしも付随する 形で研究開発拠点の 海外移転が行われて 

いるわけではないことを 示している。 

一般的に， 日本企業の、 海外生産比率は 欧米企業と比較 

して低く， このことは， 日本の電気機器メーカ 一の生産 

活動と連動した 研究開発活動を 相対的に国内に 留めてき 

た 可能性があ る。 しかし日本の 電気，機械メーカ 一によ 

る海外生産比率は 特に 1990 年代以降上昇傾向にあ り ( 経 

済産業省 編 ， 2003), このことは研究開発活動に 対して， 

現地生産活動への 支援や連携の 必要性，すなむち 需要要 

因を重視した 海外研究開発の 必要性を喚起させることに 

なる。 

このように 本 研究では，電気機器メーカ 一における現 

地生産活動に 対する技術移転や 支援，もしくは 現地生産 
活動と連携した 製品開発の必要性，すなむち 需要要因を 
重視した海覚研究開発活動が ， 1990 年代以降特に 進んだ 

ことが特徴として 浮き彫りにされた。 また，海外の 知識 

を吸収するために 行われる供給要因を 重視した海覚研究 

   
 

 
 ホ

糊
 

 
 

開発が継続的に 行われていることも 示されている。 これ 

らから，近年の 日本の電気機器メーカ 一による海外研究 

開発は，需要要因と 供給要因の両側面を 重視する方向へ 
と 変 ィヒしていることが 本研究の分析から 明らかにされた。 

本研究の発見事実の 背後にあ る企業の行動を 資源展開 
プロセスという 観点から捉えなおすと ，近年の日本の 電 

気機器メーカ 一における海外研究開発は ，本国からの 経 

営資源の海覚移転 ( 需要要因 ) と ，現地における 経営資 
源の補完 ( 供給要因 ) という両面を 展開する方向へと 変 

化していると 結論付けられる。 しかし重要なのは ，単に 

この両面から 海外研究開発を 行っていくことではなく ， 

グローバル な 競争力を獲得していくために ，この移転と 

補完という両面をうまく 企業の中に両立させるための 組 

織のメカニズムを 確立していくことであ る。 この点に関 

する分析は，今後の 課題としたい。 
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